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宮容1 害事量産公社の概要

1 設立と経緯

財団法人山梨県r林業公社(以下「公社Jとし叶。土、森林資源の造成や数機、延長卒本-

J休業に関する普及啓発、林業の紛い守主の機{糸・育成を行い、県j二の緑化保食えや幾IJ1;f、j縫衡

の振興、住民の福祉の向上に寄りること合同的に、昭和 40tド9月、!黙の綴出情(100

ドJ)により、民法;こ基づく公議法人として設王立された。

公社はこれまで、語名度経済成主えによる木材害警察の増大口忘えるため闘が滋めた鋭、火造林

数多安iこ沿い、億人では森林教綴ぷ強襲撃な μ士主健所有者;こ代わり、 i宗ム内の人]ニキ本(氏有林)の

号令望号もにまちたる、約 S守二haの人工事本の途戒による森林資源3コラ主突に苦手J子してきた。

また森林の存ずる公訓練絞め発銀や、余寺本新議活動を迭とたflJ相織における就労'

の場の提供、員毛主を設の管滋をどi滋じ?と縁体とのふれらいの緩め援供、 4ネ3震の絞い守立の縫保な

どに大きく貢献し一てきブニ。(数々資料 :P"1~6)

。公判:の主な業務

i-! (土地所有者との契約iとより災有林 i

を繋備し伐さ菜l反主主令分以〉

受託事業

林業労働センタ

-分収造林.人下林を公約がi絞成、空装備

・分収育林 E 育成途の人工林;:r公社が警察備

※ 三者契約と.."務総約(総oオーナー制度)

令孫施設〈主主留の校、会ノ1.め義援、災主主o森)の管理

・森o教護芝〈森林総合研究所事寒波柊疑ゾーン)の管理

.員長有株主主ヌ余計祭事務交災

-設い手対策へO)~泌氏、後後続緩や絞支建設祭主主号考会ø葬毒液今季

2 経営悪化の背殺と絞首改善に向けた取り組み

公社の主たる ある分収林:事業は、伐係収入H等るまでの期間iこ必要な事業費や傍

理費告と公十上主主食叙し?と上で森林の造成・繋備を行うもの寸?あり、との経費のほとんどは{法

入会事と員2打線としてきた。

これらの僚人余ば伐採1/又入により返済することとしていたが、木材儲格の大橋之主下緩や

森林務織によが襲警な経苦言コストジ〉上昇iとより、終発その分以林務業の絞支均衡が危ぶ亥れで
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は「理事終滋官tt~線化J十断」平成 14このため、平成 9年度に戸経鴬改霊善計l務j

取り組んできたのを策定し、事業費の圧縮や新規澄林のやll:，在日IJ資金への俄り

さらに、平成 17年度には「林業公社級生設計断J喜子策定しヘ i以後の兇t込iJ)冷い課長林;の持分

譲渡、受託事業の実施、事務処環の効率化、人件費の縮減君事者:--1緩めてを

ものの、こうした取り組みにより、これまでに総額で約問機内の将来燃が]命令縮減

すべての分収林契約が終了する平成 67年度米までの長期収支YI込みは、現役iの木材倣格で

試算すると、約 208億円(平成 22年度試算)の債務超過が見込求れ、木材制機の大総かっ

し、継続的な下溶により、森林整備の投資に見合った収入を得ることは風難な状況になっ

(参考資料:P. 7~11) る。

経営健全化に向けた取り組みの主な足立巣{平成 13~22 年変)O 

裂き減額取り組み内容

147 -多義務規模の縮/卜{保育一事業の事事減、持分譲渡によるまリ』忌軽減〉

-公主主討議入ぎ設のイ禁り換え{制変活沼による利息軽減}

ーをふ主義借入金のJtzち換え〈rfj仁ド余磁機潟への借り換え〉

. J.I火場:際会患などの解約{公箆への豪華上償還による称室、軽減〉

; 与人終豪華グヲ議議議案、 li']cu乏技会cu摂F号

;ム
仁コ

L
2
5
5
9
 

盆一辺

単位 b 長室符る後務主義i議室襲の推移〈王手淡 14~22 匁変〉5毛織収支え込にと〉

20 1告18 17 16 15 14 

208 21邑2む3212 

叩 2 ヤ

230 235 234 26告



3 改革プラン策定の必要性

総務省は、平成 20年 6月、経営が著しく悪化する恐れのある第三セクタ一等の改革につ

いてガイドラインを示すとともに、平成 21年 6月には、第三セクタ一等改革推進債を活用

し、存廃を含めた抜本的改革を行うよう助言した。

また、平成 20年 12月に施行された公益法人制度改革関連法により、公益法人は平成 25

年 11月までに新基準に基づいた法人に移行する手続きが必要となった。

さらに、県としても財政健全化に取り組んでおり、将来負担の抑制を行う必要があるこ

となどから、平成 21年 3月に設置した外部有識者等からなる山梨県出資法人経営検討委員

会において、公社の存廃を含めた改革案の検討を行うこととした。

なお、平成 21年6月には、国(総務省、林野庁)と地方公共団体の代表による「林業公

社の経営対策等に関する検討会」の検討結果が取りまとめられ、森林資産の評価など、経

営状況の実態を把握した土で、存廃を含む、林業公社の経営の抜本的な見直しの検討が必

要とされた。

また、林業公社への公益法人会計基準の早期適用と林業の特殊性を踏まえた森林資産の

適正な評価について、平成 21年 12月から府県や公社の代表による検討が進められ、平成

23年 3月に「林業公社会計基準」がとりまとめられた。(参考資料 :p‘12)

県議会においても、常任委員会により平成 23 年 8 月 23 日の審議、 8 月 29 日 ~31 日の

県外調査(山形県、群馬県)、 10月 20日の審議及び現地調査が行われ、抜本的改革の必要

性が強く求められた。

← 3 -



第 2 現状と課題

1 森林管理の現状と課題

(1)分収造林地の現状

公社は、昭和 40年から平成 13年までに 8，393haの分収林を設定し、現在では生育不良

地や山火事跡地などの契約解除により、 7，762haを管理している。

こうした分収林は、県内に広く分布しており、里山に近い箇所もあるが、県境近くの奥

山にも所在している。また、樹種は比較的材価は高いが利用伐期まで時間を要するヒノキ

の割合が 66.4%と高く、林齢が最も高いものでも 46年生で、これから順次、利用伐期を

迎える段階にあり、引き続き適切な保育が必要な状況にある。(参考資料:P. 13~15) 

O 分収林事業の概要

事業} 内 宅事 規 模 分詩文書事j合、

公社:所有者

管理面積・ 7，663ha ・公社が費用負担して植栽、管理 60:40(S40一回) 99目
分収

契約件数・ 3，336件 ・ S40~H13 に 8 ， 276ha を設定 70:30(一 1同
造林

I 75: 25 (H13) 一数:4.875人

分収 管理面積・ 56ha

育林 契豹件数:41件

(二者) 契約者数・ 45人

管理面積 42ha 

契豹口数・ 368件

契約者数・ 417人

乱事乃寸」ナi

-特崎 i※ 一口 30万円

(2)森林整備の課題

-一部の成績不良地等を解除

公社.所有者

-育成途上の森林を公社が費用負担 50・50(林齢 11-15年) 13首

して管理 30・70(林齢 16-25年) 45同

• H9~日11 に 56ha を設定 20:80(林齢 26-30年) 42首

※林齢は契豹時

-育成途上の森林を、緑のオーナー
公社・所有者緑のオーナー

の費用負担によ耐を得て公社i
10・40・50(S61-S63/H6-1!10) 

が管理

• S61~HlOに 13 箇所 61ha を設定
I 10 : 30 : 60 (1!l-H5) 

• H22に契約満了で3箇所を解約

49首

51略

公社の造林地は、最も林齢の若いものが 10年生であり、保育作業が必要な森林が半分

以上を占め、今後 20年間程度は除伐や枝打ち、間伐、つる切り、獣害防除などの作業が

必要である。(参考資料 P.16) 

4 -



。
e今後の保育・伐採面積(見込み)

森林総業 γす事のり業主量jγ(!τ3n8〉AP 同会乙 l| 3尽絡ま進機

務長伐 ~5 76スギ.t二/

アカマツ

カラ?ヅ

波打ち 59 360と .J~ (/);J;J.、 をど議ま浴、

2，728130々受己主て?災全文 455 

つ o後jち 5む
グズす会議 25 
義夫さえ:鈴徐 100 

合計 7041 4歩6113

た、現在の契約どおり伐採を行うこととし 、伐採預穣は、今後10年聞は今~50~

100hElで推移するものの、伐採量がど…クとなる本民主.:lJ年から平成53年の関には、年300~

500haとなるため、一時的な供給支誌のj線加が市場に与える影響や、林業事業体の処理能力な

どを考慮するとともに、木村{問中各のまめ l刈そ.~鍛えた伐期の延長や事業実施体制の整備がよど、

要て、ある。(参考資料:P. 16) 

なお、公社の分収綜;立、契約満了時には後伐し、跡地において土地所有者自らが森林;空襲

獲を行っていく必繋がゐるものの、フミ然林そ金十薬綾I人工林;こ転換してきた綴所が多いため、

土地所有者主主木材生産をお約とした森終繋イ機会自ら行っていこうとしづ意識は潟〈ないと

考えられる。〈参考資料:玖 l7)

現在(J)、森林・ 1ヰ;議集を絞りぎきく議愛しい情勢の中で;士、皆伐して土地所有おに返金銭

合、跡荒さへの透株主主行われず、 な選議総務綴主主実施されない主3それがまちるほか、契約終7

iこ3たり、経済的な利益のみを追求して伐祭を行っていくことは、森林の公益約機議長(J)多襲撃震

の面から翠ま J いものではないことから、契約終了後においても、管理に多くの労会

ないjム葉樹林怜でよぷ復交手本への転換をま誇じる必要がある。

に
u



2 債務処理

(1)経営の現状

公社はこれまで、事業規模の縮小や人件費の削減念どにより、番手年度、二子綴鋭機会総滅

しているものの、木材価俸の低迷により育成途との森林からの伐採〈間伐)以入金5見込め

ず、森杯整備や組織運営に必要な経費のほとんどは借入金で跨っている状況にみる。

また、日本政策金融公康(1お農林漁業金議公庫〉や市中会磁機関からの{念入念につし

;立、各手作度、約主主に3毒づいた償還〈元金十末j怠〉が率、婆でふり、伐採i袋入つぎは幾i弘之必準装

i'tJl付祭会主確保できないことから、さをて黒からの借入金で償還している状況にふる。

主主期JiA支J!i還しをき発どをめ木村{路孝きで試算すると、将来的な伐採取入でち、参謀からの後入

めた:余での借入金ると後還することは盈撃でみる。〈参考資料:1え18)

林業公役の家主選JjIJ予銭務 〈平成 23年度予算〉

総養護 きむ1，50喜子ドヲ

。ラケ絞林泰議芝グコ収交の内訳

(jz又人)

22， 631 

(支社j)

日74(S62)

-事業費(総額 153，514ヂドJ)

(収入1

r，，'j没収入

(支出〉

長

緑のオーナー尋裳

291 

娘役入金

ゑ709 3，73き



(:以入)

{ヌと上主〉

(来志綴 70， 514ニf;守)

交付金

41毛

そ霊祭望号

4.141 

-役人会虫記簿(総額 444， 362千汚〉

(財源内訳)

議現金i県)

(返務rz:分)

(2)債務と資産の現状

平成 22年度末における借入会残高は、これま

ら借り入れた、約 270億 3ヂ5否万円となっている。

。借入金残箆の内絞りヱ主主 22匁主主主た)

借入先 箆ヨド淡3表金数立と語表 子容i

三三重主 ちま ち号3 1， 97事

; 未払い手当，祭、

zzbi h与pム1 6，0曾3 1，き79

32，080 
話:)r竹中 市町会霊患者韓現

し?と総資として公席や県などか

{単位 .li円)

必要急参謀 i口kゑn'ι 

14，7む邑 22，778 

4，257 4，257 

18，争各3 27，035 

ー方、公訟が保護ぎする と/ν ~':;める森林資滋は立文終互支{努力式で祭儀している

ことから、詳イ妨害震は約262j穏当ご万円となっており、資妻子:全体の合計;立約269億3二千3EI万

円、負債の合計は約27l儀6千万冷マ、{島愛若菜慾i品核iま約討議2コF-TEI万円となっている。



O 資産と負債の状況(平成 23年 3月 31日現在の貸借対照表)

科努 会合計 科 Eヨ 会合計
I 資産の部 E負債の部
1 流動資産 1 流動負債

流動資産合計 525 流動負債合計 31 
2 固定資産 2 固定負債

(1)基本財康 長期借入金 22，780 
基本財産合計 1 県借入金未払利息 4，257 

(2)特定資産 退職給付引当金等 92 

特定資産合計 78 開定負債合計 27， 129 
(:のその他固定資産 負債合計 27， 160 

森林 26，297 m 正味財産の部
分収育林 12 1 指定立三味財産
出資金等 20 指定玉味財産合計 1 
その他聞定資産合計 26，329 2 般正味財蕉

固定資産合計 26，408 一一般JE味財産合計 ム 228

資産合計 26，933 正味財産合計 1':-. 227 

負債及び玉味財康合計 26，933 

(単位:百万円)

※ 森林資産の評価

公益法人会計基準では、資産の時価評価額が著しく下落した場合には減損する必要があ

るものの、森林の特殊性を踏まえて策定された林業公社会計基準(1!23.3全国森林整備協

会策定)により、育成途上の森林資産は取得原価により評価し、伐採を行う際に時価評価

を行うこととされている。

※貸借対照表上の債務超過額約 2億 2千7百万円

これまで、生育不良や山火事などにより分収林の契約解除 (i成損後の評価額による土地

所有者への持分譲渡)を行ってきたことから、その差額分等が債務超過として顕在化

(3)債務処理の課題

森林整備や公社の組織運営に必要な経費を借入金で賄っていることから、債務は毎年増

加しており、このまま契約どおりに伐採した場合、すべての分収林契約が終了する平成67

年度末には、現在の木材価格で試算すると、約208億円の債務超過が見込まれる。(参考資

料:P. 25) 

公社の累積債務は、県からの借入金が大半を占めており、公庫や市中金融機関からの借

入金についても県が損失補償している。現時点でも債務超過であり、新たな公益法人に移

行する場合、純資産3百万円の確保が必要であることから、公宅fを存続する場合には、平成

25年11月までに約2億2千7i百万円の赤字補境と純資産3百万円の確保が必要となる。

また、公社を廃止する場合、現時点において一括処理する場合には、公庫と市中金融機

関への償還約80億円と、県からの借入金約19C億円の債権放棄の、合計約270億円の債務処

理が必要となる。

債務処理に当たっては、森林の有する公益出J機能が継続的に発揮される森林整備への方

向性の見直しとともに、伐採時期の変更や分収割合の見直しによる債務抑制に向けた取り

組みの実施など、長期的な視点に立った改革が必要である。

0
0
 



3 事業の必要性の検証

(1)分収林事業

公社の管理する分収林は、最も林齢の若いものが 10年生で、保育作業が必要な森林が半

分以上を占めており、今後 20年程度は保育作業が必要である。

また、公社の分収林は林道や作業道等から離れた尾根近くの奥山などにも所在すること

から、伐採後の造林や保育を行うにも条件の悪い箇所が多く、林業を取り巻く厳しい状況

の中では、契約どおりに皆伐を行し、土地所有者に返地した場合、適切な森林管理が行われ

ないおそれがある。

このようなことから、育成途上の分収林の保育の実施や伐採時期の延長、伐採後の再整

備が適切に行われるような森林整備への転換など、引き続き、分収林を適切に管理してい

く取り組みが必要である。

(2)林業労働センタ一事業

林業労働センターは、林業事業体の事業の合理化、雇用管理の改善や林業への就業を促

進するための支援措置を講じるため、「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき、

業務を適正かっ確実に行うことができる公益法人として公社が指定されている。

林業を取り巻く厳しい情勢の中で、今後も林業労働力を確保していくためには、資金や

高性能林業機械の貸付け、技術研修といった林業事業体に対する支援事業を引き続き実施

していく必要がある。

(3 )受託事業

受託事業は、県施設の管理などを、公社の有する技術力や人的資源を活用して行ってお

り、これら県施設の運営には不可欠なものであることから、現在の受託期間において、そ

の責務を果たしていく必要がある。
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第3 林業公社改革の基本的な考え方について

1 森林整備の方向性について

(1)分収林の再整備のあり方

公社設立当時(昭和 40年度)には、増大する建築用材等を供給するため、クヌギやコナ

ラ等の広葉樹の天然林からスギやヒノキ等の針葉樹の人工林への転換が、国の拡大造林政

策により進められており、林業生産活動を通じて、木材生産の収益により再整備も含めた

適切な森林整備の実施が可能で、あった。

しかし、現在、森林の役割は、木材生産だけでなく、水源かん養や山地災害の防止等の

県土の保全、地球温暖化防止に資寸る二酸化炭素の吸収や野生生物の生育環境の確保など、

多様な公益的機能を発揮していくことが期待されている。

分収林についても、こうした考えを基本とすることが必要であるものの、現在の木材価

格では、土地所有者による適切な森林整備は困難な状況にある。

分収林の伐採跡地は、土地所有者による着実な再整備が求められている中で、こうした

課題に対応していくことが必要である。

(2 )基本的な考え方

これまでの木材生産を目的とした林業経営と、公益的機能の維持増進が両立できる管理

手法に転換を図るため、多額の費用が必要な人工林の再整備だけでなく、皆伐による荒廃

を防ぐ観点から、繰り返しの抜き伐りによる広葉樹林化・針広混交林化といった森づくり

を導入する。(参考資料 P. 19) 

こうした見直しとあわせて、土地所有者による再整備に必要な費用の軽減も凶りつつ、

将来負担の圧縮の観点から、収益分収割合の見直しが必要であり、これらについて、分収

林契約者(土地所有者)との調整が必要となる。

(3 )森林整備の手法と適用面積

基本的な考え方に基づき、分収林の将来の森林整備の手法について、森林の立地条件や

土地所有者の意向を勘案し、契約満了の取扱い、契約終了後の森林の形態について、以下

のように想定して、契約変更に取り組んでいくこととする。(参考資料:P. 20) 
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務をの伐期待。~55 同;
人工事宇

{所有守えれま警察綴〉
1， 543ha 20弘

3，860ha 5C完契約期間受初年玉霊長ち1/3 

2，316ha 30% 緊急ち努腐をお年経美
三ζ3藍本選季本
・委tJ;主主主災救

1/3 革案波11)主主~伐号令 3

分1¥交努j会の箆獲しについて2 

たっては、浜守系債務の抑制を~る観点から分紋言語王子の免疫しが必要芸で卒卒業公社7)母士会事に

ある。

公社役会:の昭事日羽生ド;こは、表林寺さ備に要する費用が回収可能なi反交が均衡する総会どして、

公社60: ~士主役所有者 40 に設定したつ

しかし、木材価格の低迷、森林整備にかかる費沼の増加(人件費の高騰)などにより

怒イヒが顕在イヒする中で、新たに設定する分i反林契約については、{告よ黙の状況稼ぎを参考すこ分以

割合の見直しな実猫してきた。

公社 60:土地所有者 40

公社 70・土地所有者 30

公社 75 士地所有者 25

公社 80・土地所有者 20

しの経繰)

昭和 40~司王成 9 年度

半成 lO~12 年度

王手成 13年度

三氏成 14fj三度(改植地)

(JE， 

(T洲士;ごT刊)林業公社設立当時の収支計爾〉く昭殺 40主三塁主

ゑ審議

810，000 

3支出
←~【

分

直接当事業費

金額

絞入

をE分

j遂事字補お金 138.0む0

457，600 546，804 

937， 

21905.守00うを絞交付ゑ

F;者援を善策委き

5む， 4号お

恭一一一一

し)8，OOOha (S54 :ぷ

… 11 ザ

5，00号ha※祭毛奪還義穣



加れてをマの絞?言改善きの怒り緩みのゆで、低利撃を会〈の依り換えなどにより勾来演務の圧縮

たちのの、混在のお;獲のヰ?では、:これ設で、以ーとの将来負担の湾IJ減i玄関襲撃な状況勺

まう山

主こ、現夜の木材価格ではミ今後得られる~文人をどすべて充てても、これまでうま絞林空襲然に

じ?と費用は悶収できない状況にあり、後期級文試算では約 208億弓の債務超過が兇込祭れ

いるところである。(参考資料，P. 25) 

このため、将来の財政負J肢を riJ[穏な限り終滅寸崎るため、既存契約の分以割合iこっし、でち

しを行うこととする。

く平成 22年度長期以紋終〉 (li'.{土:関万円)

民・県様助金

伐採収入

公庫借入会線

計(A)

妥引 (A)ベ日)

21， 117 
する

ゑ7941人体撃を、 挙事務襲警宅事

427 

17，302 公庫号事償還金 25，236 

所有者分収金 6，紛お

(71，858) 49，752 計(B) I (92， 668) 70， f日62

A20， 810 

※ 余震建授の( )f立公長主主事後遺言金子コ柔複を含めた客獲

浅さEO:ラァ"対錨絡で、すべての分~又林事宅約泌総γずる'，167 ，主で事業を
した場合(f)双三ξ(f)見込み

分収割合O)R，淡いこさ当たっては、{法務処理に多額の然畏灸綴'a:1伴うことについて、主主主所

有者の浬解毒?得たどで、後低限でも森林整備に憂し?と公干上j?t:rf!分令伐採i校入により滋う水準

とすることや、的燃の丸依し状況 (70:30~90:1(のも滋殺しながら、余地所有者にー定の負

担を求める水機として、土地所有者の分収割合(40il00)さと二分の…土す崎ることとし、現行の

公社 60:土i航行認す 40の分収造林契約について、公社 80:土地所有者 20;:::見区しを行う。

(参考資外 F“ 21~23)

なお、土地所々華料3綴家主や保育さ手の費用を負担している分収資林については見直しを行わ

ない。
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君事4 公殺の存療について

1 存療の検討

公社の改革に当たっ、ては、存続・ めいす去れの手法でも債務長1lJ要は必要警本問、欠令状況に

ある。とれまでどおり公社経'g~と続けていった場合、全ての契約が終了する 3ねえち?年後には

約 208億円の債務超過が兇込訣れることから、抜本的な改革が必要であ

このため、存続と廃止それぞ、れのきあ合について、長期的な視点になった収過した試算

した検討案を作成した上で、比絞検討会行ったの(参考資料:P.29-36) 

試算を行う上での前提として、

C 育成途上(f)延長率本の終予ぎや鴻{伐などを適切に実主主する

C 森本本整綴や認決t~.の燃自に之、重喜tj:作業務豪雪(f)繋銭安行う

己森林管理(f)]ケIn]命令説家γ(契約期腐を最大総長手延長。ニ

年君主まで実施)

まえ委事告と平成 107

O 全ての分4;;:)議事ド契約(f)分収割合を、公社80:土地所有お 20iが

O 木村価格、補助命J!.:夜、県貸付については、現状のどおりどずる

(参考資料:P. 24~27) 

こととしたn

まず、存続する宇治として、外部借入金(公王室・市中)を、 L尽からの補助・イ昔入金により

約定で償還し、翼手法人者ど維持するために黒から補助を続けること吋:'1送機放棄を回避するこ

とが考えられるが、之友人(f)総持者f:'[I約iこ、公社会主多額(f)害発令書ど殺しながら、燥が補坊を続け

ることとなり、射殺主主話機会然後したちのとなることから、 3起き撃は滋襲撃と海えられる。(参考漆

料:P. 29) 

また、次に外部俊入過を(公庫 F行zお〉を、恐からの補助.1没入念により約定で償還し、財

団法人を維持するために燃から補助を行い、伐採が本格化る本成43年度漬から、黒からの

補助長主lとより燃貸付議長会住建立霊ずることを避けるため、係主寄付受注射資本在放楽する手法も湾えら

れるが、将来的に、改燃の取り組み (1債権放主義)が改めて必要堅となり、問題の先送りにす

ないこととなることから、実施は困難と考えられる。(淡々燃料:P. 31) 

こうしたことから、公社主主実施してきた、借入金会員手宮家として森林整縫を行い、収談会分

i反するとし寸分i反事宇の也事長みさま成り立たなくなっている状況におえ、公社を存続していくた

めには多緩め公潔治訟が必重さでたることを'踏支えると、波長記(f)似立みを縫持した状慾で支持主

主と符絞じていくことは適当ではなL、
内

GUV-



2 公社廃止の対応

(1)廃止に必悪霊な期間

公キ上0)燦.分収十本管理の県への移管には、分収林契約の元教継が必獲さであり、分収対立は

るため、処分iアー当たっては土踏所有者の同意が必要であ

た:、分以都合テコ見直し、契約期閣の延長を行う上で契約変交が必遣さであることから、

公孝之の廃止砂分以;;j立の処分について江戸母J震を得ながら契約変疑惑ど行うこととする。

分以後j念、の党議芝しは、所有者ーのJ!X主主主主 112となるほか、 i二後頭?司有「税約 5千人のZニドで、科目

会主行われていなしミものも総当数まうると見込亥れることから、て6:1'1:を公採算す&l法人

iこ移行の上、…定期間 (5年程度入改革にf必筆さな取り総みさと災主主し、学長支おぷ 3)ヲを包

途iこ公社を廃止する。(参考資料:P. 28) 

Tt ;jô、分~又割合の見直しを行った依然の状況は とおりで、まるるが、ヌ字燥では分

奴警i会復〉見夜しに加えて、公社終止の手続きとき契約刻もうの媛必

の問主主を得ていく必要がある。

ニのため、県の体制も整備したよで、こうした取り級み令滋めていくが、 5年間を白標

、て開制こ;友会金所有者

として一仕組所有者の理解を得ていく cわ守、公平上の機ょt うものである。

|(忠良における分収容色0)盟日副

{分以林契約め状況)

C 契約{牛数

C 契約ii!Tio議
I終さきたりの溺機

※ 主燃のぬ:妻女、

依然(不均)

三3361，牛 1，767件

7. 663ha 12.789 ha 

2.3ha 7.2ha 

議安委譲は分以遂事主(f);t兵

。本;奈のラテヰ反事本容ミ業主役、 %♂ ている後，9与もとよ乙べると、契約頭車震は他県立Z均クコ約時IJと

少ない。

。一方で、契約件数段、後糸工手主会己主〉業ち泌さとなってお号、え;遠浅手王者〈契約考〉 との主題空襲iこ多

くの労力愛護さすることが主義主主冬*";:;'0

o Jも;墜し安笑殺しているi殺では、事議後1入手当たりの王手々 で年湾35鮮の契約変3芝をとき?っているφ

O このことから、本炎、ぎの災後会合意浴すると、議長、20)¥で3主主主した議会iこは5年、 15人でき美総

した議会iこは吉年、 10人て-経絡した芸勢tきには10年(l)望書隠が必要

※ 3， 336仲間(- (35人/然X20人=4.8年

3， 336件γ(35人/伴×万人 6.4年

A
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〈乏〕 手事警告jの整備

総務潔壌者多務済ごとに、 ?林業公孝之故、室事後遺挙協議会〈仮称)Jを設立し、市安〕ヰ守点訳語系林級

、オ泳三芝公社造私推進協議会などの綴係議ぎの協力争李総を繋鏡する。

{弁そとて、こうした作業に取り総む~1とめのJfiÌ::O)実施体制として、本月二(森林綾綴喜楽 :3 人)、

幸子林務環境事務所 (3人)に等主任の総務会設鐙〈ぎHo名)し、協議会と燃との漆主発射程i

りながら、 5年間を目標として契約変質さ惨な完了する。

また、廃Lr.後の分収林の管淑l士、係lこ修管することとし、県有林との占体的管理事、や外

部への委託など、効率的な車業の災施iこ努める。

なお、公社プロパー総数については、引き続き保育事業の実胞などの延長率本警察備を行うな

ど、改さむこ必要な怒り組みを騎手ふと淡燃して行い、公社廃止後、県は、分収本本のや?鐙など、

公社ブロパ一議員が、これ3をでの総滋と技術を活かすことができる終産主級交の総保に努め

る。

(3 )債務処理

公社を存続させる鎖問中りド成 28年度までの 5年間)は、路から檎めを行い、公産及び

市中金融機関からのf時入設をにつし、ては、これまでどおり約燃により倹滋レ亡し、七 (25億

円)

公庫及び討中長投融機関からの{哲血入金については、債務処現について潟三tクタ一等改革

推進債の活用金検討したたのの、その期限が王子或 25年度!汲りであることから、平成 29年

3足立〉公社廃止符には、際会5僚主著喜ど実主継せざるを得ない状況マあるc

また、よ渋からの銭付。会については、森村z資家の言李総議機撃事に主主Jさいた評価を行った tで

債権放棄する。 : P. 33~34) 

(現時点でのえ込みでは、{険機放棄額辻、買え貸付金 195議室料から設李総評イ憾による資産 12

億円を減ユ?と l郎総貯となり、公社廃止持に議会め議決方言必要さとなるc また、債務会主環方

法については公税廃lt時での制度等を踏まえたものと十0，) 

なお、県へ移行後の最終の収支は 41億円の巣宇が見込どとれることから、{貢後放棄額iこ

L尽からの補助長後夜、力CI;ilt:.績の差引は 167億円となるJi.込みマあ00

〈iS7i縫:冷 ニニニニニ 183長室内 ~ 25銭円 .11後約)
(f表キ主主女棄) (H24~28 の著fl~詰 (HI07 f])j;読書冬級文、
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〈ヰ〉作業工事翠

改:艇の作業ヨ-径は、 Eえのど:;!3りどする。

-改革r])取り総みに向けた数機1月~互い戸支 24

の設立さ事〉{仮称)(各線減への林淡公社改議事援活主協議会

-土地所有税への説明4月~

-公社を公主主財閥法ノ、iニ移行

-公社を燦比二

平成 25年

平成 29年 3月四途

I-Jfj '4客足 il-9i考
品開問問時炉問問問

。顕著書母簿霊議鶏

。轟韓警護霊分選t五分綾議脅<1)1襲撃
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第5 針闘期間毒事

1 針翻期間

ンジ〉計画期間i士、平成 24年度から公社の解散予続念 lこ察する司王成 28年度までの

矧のお年閣とする。

ゑ 造主導をの点検評綴

ネブランの実施状況については、祭主手段点検、

しを千Tう。

3 その他

うこととし、必要に応乙て見玄

公社i土、国が進めた拡大造林政策の絞い?として企図各地で設立され、人工林の適切な

整備を進めることにより、森林綾話壊の法成や図太め保去を、農山村経済の振興等をと闘ってき

たことから、これまで閣に対して支援 してきたところであるが、今後も引き絞き、

iJZの項目について主主望者と行ってし、くこととナQo

(1)森林整備事業iこ係る檎思b似絞め拡:ff，強化

(2)公営企業の廃止号事に係る主義後の延長など、累積債務処理対策の維持・拡充

(3)林業公社を支援する持きか公泌総体への地方財政措鐙の更なる拡充

17← 
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